
10．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）　運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 建設仮勘定見返交付金 資本剰余金 小　　計

405,962,598 0 50,006,459 355,956,139 0 0 405,962,598 0

4,738,717,234 0 444,866,588 1,330,081,151 1,449,000 0 1,776,396,739 2,962,320,495

0 29,676,348,000 22,382,742,956 2,856,264,370 33,289,567 0 25,272,296,893 4,404,051,107

5,144,679,832 29,676,348,000 22,877,616,003 4,542,301,660 34,738,567 0 27,454,656,230 7,366,371,602

（２）　運営費交付金債務の当期振替額の明細

①　平成２３年度交付分

（単位：円）
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②当該業務に係る損益等：平成２５年度の損益計算書に計上
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①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

当期振替額
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業務達成基準による振替額

内　　　　　　訳

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

　―（期間進行基準を採用した業務は無い）

交付年度

③運営費交付金の振替額の積算根拠：業務の進行に応じて全額を収益化
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②　平成２４年度交付分

（単位：円）
　 金　　額
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③　平成２５年度交付分

（単位：円）
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　―（期間進行基準を採用した業務は無い）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等：平成２５年度の損益計算書に計上

③運営費交付金の振替額の積算根拠：業務の進行に応じて全額を収益化
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業務達成基準による振替額
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　―（業務達成基準を採用した業務は無い）
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　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金

建設仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

計

期間進行基準による振替額

運営費交付金収益

　―（期間進行基準を採用した業務は無い）
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費用進行基準による振替額

運営費交付金収益 ①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

資産見返運営費交付金 ②当該業務に係る損益等：平成２５年度の損益計算書に計上

建設仮勘定見返運営費交付金 ③運営費交付金の振替額の積算根拠：業務の進行に応じて全額を収益化
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（３）　運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

　

0
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0
0

7,366,371,602

残高の発生理由及び収益化等の計画

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

平成２５年度

業務達成基準を採用した業務に係る分

運営費交付金債務残高交付年度

期間進行基準を採用した業務に係る分 　―（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用した業務に係る分 4,404,051,107

○　費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○　運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少、
　複数年契約等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に
　繰り越したもの。（注：運営費交付金の収益化については、原則として自己収入を
　優先的に充てることとしている。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施
　すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費
　交付金債務の翌事業年度への繰越額はない。
○　翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降に
　おいて収益化する予定である。

平成２４年度

業務達成基準を採用した業務に係る分 　―（業務達成基準を採用した業務は無い）
期間進行基準を採用した業務に係る分 　―（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用した業務に係る分 2,962,320,495

○　費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○　運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少、
　複数年契約等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に
　繰り越したもの。（注：運営費交付金の収益化については、原則として自己収入を
　優先的に充てることとしている。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施
　すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費
　交付金債務の翌事業年度への繰越額はない。
○　翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降に
　おいて収益化する予定である。

合　　計


